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第 １ 編 

介護保険における 

   福祉用具購入について 
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在宅で生活されている要支援者・要介護者が、指定特定（介護予防）福祉用具販売事業所（以下、

「福祉用具販売事業所」という。）から特定福祉用具・特定介護予防福祉用具（入浴や排せつに用いる貸

与になじまない福祉用具で厚生労働大臣告示において定められたもの）を購入したとき、日常生活にお

ける自立を助けるために必要と認められる場合に、申請に基づき福祉用具購入費を支給します。 

 

購入前に必ず、居宅介護支援事業所や地域包括支援センターの介護支援専門員（以下、「ケアマネ 

ジャー」という。）や福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員に相談してください。利用者の身体状

況や生活環境等をふまえて、利用者の自立支援につながるものを選定しましょう。 

 

 
福祉用具購入費の支給対象となる種目は、以下のとおりです。 

１ 腰掛便座 

次のいずれかに該当するもの 
① 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの 腰掛式に変換する場合に高
さを補うものを含む 

② 洋式便器の上に置いて高さを補うもの 
③ 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有
するもの 

④ 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（水洗機能を有する便器を
含み、居室において利用可能であるものに限る。設置に要する費用は給
付の対象外） 

２ 自動排泄処理装

置の交換可能部品 

自動排泄処理装置の交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等）のうち尿
や便の経路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容
易に交換できるもの 
（専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの及び専用パンツ、専用シーツ
等の関連製品は除く） 

３ 入浴補助用具 

入浴に際しての座位の保持、浴槽への出入り等の補助を目的とする用具で、
次のいずれかに該当するもの 
① 入浴用椅子 座面の高さが概ね３５センチメートル以上のものまたはリクライニング

機能を有するもの 
② 浴槽用手すり 浴槽の縁を挟み込んで固定することができるもの 
③ 浴槽内椅子 浴槽内に置いて利用できるもの 
④ 入浴台 浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にできるもの 
⑤ 浴室内すのこ 浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図るもの 
⑥ 浴槽内すのこ 浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うもの 
⑦ 入浴用介助ベルト  居宅要介護者等の身体に直接巻き付けて使用するもので、

浴槽への出入り等を容易に介助できるもの 

４ 簡易浴槽 

空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの（硬質の材質であっても使
用しないときに立て掛けること等により収納できるものを含み、居室において必
要があれば入浴が可能なもの）で、取水または排水のために工事を伴わない
もの 

５ 移動用リフト     
のつり具の部分 

身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なもの 

 

 

 

 

１ 介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給制度について（概要） 

２ 購入対象種目（平成 11年 3月 31日厚生労働省告示第 94号） 
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次の要件をすべて満たす場合に支給申請をすることができます。 

 
〇県（山口県以外も含む）の指定を受けている福祉用具販売事業所から購入すること 
 

※指定を受けている事業所からであっても、インターネットや通信販売での購入は、支給対象外です。 

 
 
〇在宅で生活されていること 
 

※入院中または入所中（特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、特

定施設入居者生活介護、グループホーム）は不可。また、一時帰宅中の支給申請も認められません。 

 
 
〇購入日（代金を完済した日）時点で要介護または要支援の認定を受けていること 
 

※急を要する場合等は、認定申請中の期間において、福祉用具を購入することは可能ですが、支給決

定は、認定結果が出てからになります。認定結果が非該当になった場合は、支給できません。 

 
 
〇同一年度内（4月 1日から 12か月間）における福祉用具購入費の支給申請額が、10万円を超え
ていないこと 

 
 
〇同一種目の購入でないこと（再購入が認められる場合を除く） 
 

※再購入が認められる場合については下記をご参照ください。 

 

 

【留意点】 
 
 
💡再購入が認められる場合（同一種目の再購入について） 

一度、福祉用具購入費が支給されると、それ以後の同一種目の福祉用具購入については支給対象

外となります。 

ただし、次に掲げる場合において、市が必要と認めるときは、支給限度基準額の範囲内において、同

一種目の再購入を認めています。なお、既に購入した福祉用具が破損又は故障し、部品交換で修理可

能な場合は、部品のみの再購入が対象となります。 

 
 
 
 
 
 
 

福祉用具購入費支給申請にあたり、同一種目の購入履歴がある場合は、「福祉用具の再購入が必

要である理由書」を事前に提出いただくことが必要です。 

購入後に「福祉用具の再購入が必要である理由書」を提出された場合は、受理いたしません。 

購入予定の品と既に同一のものをお持ちで、保険給付のもと購入しているか明確に分からない場合

は、介護保険課にお問い合わせください。 

 

３ 対象要件 

・ 破損又は故障し、使用困難となった場合 

・ 要介護者の身体状況の変化や介護の必要程度が著しく高くなった場合 

・ 転居等の居住環境の変化により、大きさの異なった用具が必要な場合 

・ 劣化や衛生状態の悪化が著しい場合 

３ 対象要件 
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💡浴室や浴槽への出入りの段差解消について 

 

 浴室内すのこは、浴室内に置いて浴室の床の段差解消を図ることを目的とするものです。 

 この度、一部取り扱いを変更しましたので、確認の上、購入手続きをしてください。 

 

①【浴室内すのこの購入】 

 

浴室内すのこを設置されるにあたっては、洗い場全面に敷くことが原則です。 

<理由> 

・部分的に設置することで、新たな段差が生じないようにするため。 

・部分的に設置すると、床に固定するものではないため、利用者が上に乗った際に動く危険性があ

るため。 

 

ただし、清掃時の取り外しのための隙間確保や、物理的に敷くことが困難な箇所については、隙間を

認めます。 

 

支給申請時の注意点 

・オーダー品であることから、設置後の写真添付が必要です。 

・受領委任払いを選択される際は、添付書類として、 

設置場所の図面とすのこのカタログが必要です。 

 

 ※浴槽内すのこの購入についても同様の取扱いとします。 

 

 

 

②【「浴室内すのこ」として使用する浴槽台の購入】 

 

従前、山口市においては、浴槽台は、浴槽内に置いて使用するものという解釈のもと、本来の使用目

的とは異なる浴室内すのことして使用する場合は、介護保険の支給対象外としておりました。 

しかし、浴槽台を「すのこ」と称し販売する商品も存在することや、浴槽台もすのこと同様に段差解消

や転倒防止が図れることから、浴槽台の使途に「浴槽内、浴室内（洗い場）兼用」又は「浴室内専用」と

記載がある商品については、浴室内すのことして購入を認めることとしました。 

※浴槽台を浴室の段差解消に使用するにあたっては、製品の機能性のみによらず、浴室内環境や被

保険者本人の身体状況を勘案し、安全性を考慮したうえで選定してください。 

 

支給申請時の注意点 

・福祉用具購入費支給申請書の種目名に、「浴室内すのこ」と記入し、使途が異なることを明確にして

ください。 

・カタログの記載内容で、浴室内すのことして使用可能かを判断しますので、「浴室内兼用」等の記載

部分を、マーカー等で印をつけてください。 

 

 

見直しました‼  
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支給限度基準額は、要介護度に関わらず、同一年度内で 10 万円です。支給上限額は、被保険者負

担割合に応じて、7～9万円です。なお、分割して利用することができます。 

 
（例：自己負担割合が 1割の場合） 
 
 
 

 
購入額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
なお、支給限度基準額を判断する基準日は、購入日（代金を完済した日）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ～令和２年度 令和 3年度～ 支給限度基準額の年度 

ケース１ 
納品 
支払い 
申請 

 令和２年度 

ケース２ 
納品 
支払い 

申請 令和２年度 

ケース３ 納品 
支払い 
申請 

令和３年度 

同一年度内（４月 1日から 12か月間）で 10万円 

支給額 

￥18,000 

自己負担額  

9万円を超えた金額 

支給額 

￥90,000 

2万円 

の場合 

10 万円以上 

の場合 

４ 支給限度基準額 
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＊償還払い方式の場合＊ 

償還払い方式とは、利用者がいったん福祉用具購入費用の全額を福祉用具販売事業所に支払い、

福祉用具購入費支給申請書を市に提出した後、利用者自己負担分を除いた金額（支給対象部分）を市

が利用者へ支給する方式です。 

 

≪提出書類と留意点≫ 
 

ケアマネジャーや福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と相談し、福祉用具を選定・購入し

た後、A～Cの提出書類を添えて市に申請します。 

 

A：介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書 

□「福祉用具が必要な理由」欄の記入については、ケアマネジャーに相談し、ケアマネジャーがケア
プランに位置付けたうえで記入することが望ましいが、ケアマネジャーがいない場合は、福祉用
具販売事業所の福祉用具専門相談員または、地域包括支援センター相談員が記入すること。 

記入にあたっては、利用者の現在の身体状況、福祉用具を使用することで自立に向けてどう改
善するか、といった視点で記入すること。 

B：福祉用具購入に要した費用に係る領収書（原本） 

□宛名は利用者氏名であること。（フルネームで記入。名字のみ、上様は不可。） 

□原本を持参すること。（原本に「介護保険福祉用具購入補助費申請済」のゴム印を押し、コピーを

とって原本は返却します。） 

□領収日が記載されていること。 

□領収印が押されていること。 

□但し書きに、品目名等または福祉用具購入であることを明記すること。 

□5万円以上の金額の時は、収入印紙が貼付してあること。 

 
【記入例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

C：購入した福祉用具の概要が分かるパンフレット等（カタログのコピーでも可） 

□申請書と領収書に記載のある商品と同じものであること。 

□商品名、サイズ、製造事業所名、希望小売価格等が記載されているものであること。 

 

 

  

５ 福祉用具購入費支給申請書の提出 

収入印紙要否の判断例：本体価格 49,000円の場合 
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＊受領委任払い方式の場合＊ 

受領委任払い方式とは、介護保険支給対象の福祉用具購入に係る費用のうち、利用者は自己負担

分（１～３割）の金額のみ福祉用具販売事業所に支払い、福祉用具購入費支給申請書を市に提出した後、

残りの７～９割分については、市が直接、福祉用具販売事業所に支払う方式です。 

ただし、介護保険料の滞納がある場合は、受領委任払い方式での購入はできません。 

 

受領委任払い方式で購入を希望する場合は、購入前に書類を提出する必要があります。 
 

生活保護受給中の方は、必ず地域福祉課担当ケースワーカーへ相談してください。 

 

 
≪申請の流れ≫ 
 
① 購入前に D～Fの書類を提出 

D：介護保険住宅改修費・福祉用具購入費受領委任払い承認申請書（兼）委任状【様式第 1号】 

※生活保護受給中の方は【様式第 2号】 

E:見積書 

□購入商品の金額が分かるもの（税込み金額） 

□宛名は利用者氏名であること。（フルネーム） 

□社印や代表者の押印は必須ではありません。ただし、見積書の信憑性を担保するため、代表者名、

担当者名、連絡先を明記してください。 

F:購入予定の福祉用具の概要が分かるパンフレット（カタログでも可） 

 

②市が受領委任払いの承認・不承認を審査して、結果を通知します。 

当該福祉用具購入について、保険給付として適切な購入か、また、介護保険料の滞納がないかなど
を審査します。 

 

③申請者・事業者へ受領委任（承認）通知書が届いた後に、福祉用具を購入してください。 

※金額の変更等がある場合は、購入前に市へ連絡してください。 

 

④支給申請 
 
償還払い方式の場合と同様の提出書類 A～C と、福祉用具販売事業所宛に送付した「受領委任払
い通知書【様式第 3号】」（原本）を揃えて、市に申請してください。 
 
※生活保護受給中の利用者は、提出書類 B（領収書）は不要です。 

 
★受領委任払いの場合の領収書の記載について★ 

領収金額は、利用者負担額で作成してくだ
さい。 

また、但し書き欄に、商品の全額を記載し
てください。 
 
 

 
 
 

 

【記入例】 



- 8 - 

 

 

Q1 部品購入費 

 

介護保険の適用となる特定福祉用具の部品を交換した場合の部品購入費は福祉用具購入費の対

象となるか。 

 

A1 福祉用具を構成する部品については、福祉用具購入費の対象となる福祉用具であって、製品の構造

上、部品交換がなされることが前提となっている部品の交換について、介護保険の適用対象となりま

す。ただし、購入にあたっては、「福祉用具の再購入が必要である理由書」の提出が必要です。 

なお、保険給付で購入していない製品についての部品購入費は、対象外です。 

 

 

Q2 本人または家族等が製作した福祉用具 

 

浴室内すのこ等、既製品では対応できない特定福祉用具購入費に係る福祉用具を本人または家族

等が制作した場合、材料の購入費を支給対象としてよいか。 

 

A2 支給対象となりません。 

 

 

Ｑ３ ウォシュレット付きの補高便座 

 

ウォシュレット付きの補高便座は福祉用具として認められるか。 

 

A３ 基本的にウォシュレットは介護保険の支給対象となりません。ただし、補高便座の一部とした商品が

あるなど、区分が不可能な場合は対象となります。 

 

 

 

Ｑ４ 運搬費 

 

腰掛便座を購入し、業者の請求内訳書に「運搬費」が計上されている。購入費に運搬費を含めてもよ

いか。 

 

A４ 福祉用具購入に運搬費は含まないので、運搬費を除いた分が介護保険の支給対象となります。 

 

 

 

 

 

 

６ 福祉用具購入のQ＆A 
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Q５ 複合的機能を有する福祉用具について 

 

どのように取り扱われるのか。 

 

A５ 国の通知により以下のように取り扱います。 

・ それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分ごとに 1つの

福祉用具として判断する。 

・ 区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が含まれてい

るときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。 

・ 福祉用具の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれている場合は、法に基づく保

険給付の対象外として取り扱う。 

 

 

【例：外部との通信機能を有する認知症老人徘徊感知器】 

当該福祉用具の機能を高める外部との通信機能を有するもののうち、認知症老人徘徊感知機器に

おいて、当該福祉用具の種目に該当する部分と当該通信機能に相当する部分が区分できる場合に

は、当該福祉用具の種目に相当する部分に限り支給対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 


